（社）群馬県私立幼稚園協会

次世代育成支援に関する関連法令など

〔次世代育成支援に関する当面の取組方針〕

· 平成15年3月14日に閣議決定

· 基本的な考え方

· 家庭や地域の子育て力の低下に対応して、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で支援（「次世代育成支援」）することにより、子どもが心身ともに健やかに育つための環境を整備する

· 従来の「子育てと仕事の両立支援」に加え、「男性を含めた働き方の見直し」、「地域における子育て支援」、「社会保障における次世代支援」、「子どもの社会性の向上や自立の促進」という４つの柱に沿って、総合的な取組を効率的かつ効果的に進める

· 次世代育成支援対策を進めるに当たっては、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭を築き子どもを生み育てること等の意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮する
· 政府・地方公共団体・企業等が一体となって、国の基本政策として、計画的に次世代育成支援を進めることにより、家庭や地域社会における「子育て機能の再生」を図り、子どもを生みたいと思う人が理想どおりの数の子どもを生み育てることができる社会の実現等を目指す
· 基本的な施策

1 すべての働きながら子どもを育てている人のために

2 子育てしているすべての家庭のために
3 次世代を育む親となるために
　上記の３つの柱の中で、幼稚園に関連して挙げられた施策は以下の通り。

　〈すべての働きながら子どもを育てている人のために〉

· 幼稚園における「預かり保育」の推進
· 放課後児童クラブについて、幼稚園等の積極的な活用を含め、その充実を図るとともに、障害児の受入れ等を推進する
· 多様な教育・保育ニーズに応える観点から、地域を指定し、総合的な調査研究を行うなど、幼稚園と保育所の連携や就学前教育と小学校の連携を推進する
　〈子育てしているすべての家庭のために〉

· 児童福祉法に「地域における子育て支援事業」を位置づけ、市町村による子育て支援サービスを推進
· 専業主婦家庭の急病、育児疲れの解消等に対応した保育所など身近な場での一時預かりサービスを推進
· 幼稚園における園庭・園舎の開放、子育て相談、未就園児の親子登園等の推進
· 各種の子育て支援サービスの場として余裕教室等公共施設の余裕空間、関係施設等の活用を推進
　〈次世代を育む親となるために〉

· 保育所や乳幼児健診の場、幼稚園、児童館などを活用し、中高生が乳幼児とふれあう機会を広げる
· 子どもの「生きる力」を育むための体験活動、世代間交流を推進する
· 幼児期の成長の様子や大人たちの関わり方について理解を深め、社会全体で幼児を育てていくために「幼児とともに心をはぐくむキャンペーン」を実施する
〔次世代育成支援対策推進法〕

· 平成15年7月16日に公布・施行

（ただし、市町村行動計画策定に関する規定などは平成17年4月1日から施行）

· 次世代育成支援対策の目的「次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進し、もって次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される社会の形成に資すること」

· 次世代育成支援対策の定義「次代の社会を担う子どもを育成し、又は育成しようとする家庭に対する支援その他の次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備のための国若しくは地方公共団体が講ずる施策又は事業主が行う雇用環境の整備その他の取組をいう」

· 次世代育成支援対策の基本理念「父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなければならない」

· 国及び地方公共団体の責務「基本理念にのっとり、次世代育成支援対策を総合的かつ効果的に推進するよう努めなければならない」

· 主務大臣は行動計画策定指針を定めなければならない　⇒　8月22日に官報告示

（主務大臣は、厚生労働省・文部科学省・国家公安委員会・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省の７大臣）

· 地方公共団体行動計画「行動計画策定指針に即して、５年ごとに、当該市町村・都道府県の事務及び事業に関し、５年を１期として、地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画を策定するものとする」

· 次世代育成支援対策地域協議会「地域における次世代育成支援対策の推進に関し必要となるべき措置について協議するため、次世代育成支援対策地域協議会を組織することができる」

〔児童福祉法の一部を改正する法律〕

· 平成17年4月1日から施行

· 地域における子育て支援事業を児童福祉法に位置付ける（法第21条の27）

· これにより全ての家庭における子育て支援を市町村の責務として位置付け、全ての家庭に対する子育て支援を積極的に行う仕組みを整備

· 必要な措置の実施に努めることとされた市町村における子育て支援事業のうち、幼稚園に関連した事業は次の通り

· 幼稚園など地域の社会資源の積極的な活用を含む放課後児童健全育成事業

· 幼稚園における預かり保育

· 幼稚園において、保護者からの相談に応じ、情報提供・助言、その他必要な援助を行う事業

· 改正児童福祉法に定める「子育て支援事業」のうち、幼稚園に関連したものについては、文部科学大臣の所管するものを定めた省令（厚生労働・文部科学両省による共同省令）で規定

· 前年度の4月1日において、待機児童数が50人以上ある市町村においては、待機児童解消のための保育計画を策定することを義務づけ

· 保育計画の策定に当たっては、幼稚園における預かり保育も含めた供給体制の確保を要請

〔行動計画策定指針〕

· 平成15年8月22日に主務大臣７名の連名により官報告示

· 基本理念「次世代育成支援対策は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識の下に、家庭その他の場において、子育ての意義についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるように配慮して行われなければならない」

· 関係部局間の連携「市町村及び都道府県は、次世代育成支援対策の総合的かつ効果的な推進を図るため、全庁的な体制の下に、行動計画の策定やこれに基づく措置の実施を図ることが必要である」

· 次世代育成支援対策地域協議会の活用「地方公共団体及び一般事業主は、行動計画の策定やこれに基づく措置の実施に当たっては、必要に応じて、地域協議会を十分に活用するとともに、密接な連携を図ること」

· その際「地方公共団体、事業主、子育てに関する活動を行うＮＰＯ、保健・福祉関係者、教育関係者、都道府県労働局等の幅広い関係者で構成される」ことが期待される

· 計画策定に当たっての基本的な視点

· 子どもの視点「次世代育成支援対策の推進においては、子どもの幸せを第一に考え、子どもの利益が最大限に尊重されるよう配慮することが必要」

· 次代の親づくりという視点「子どもは次代の親となるものとの認識の下に、豊かな人間性を形成し、自立して家庭を持つことができるよう、長期的な視野に立った子どもの健全育成のための取組を進めることが必要」

· サービス利用者の視点「多様な個別のニーズに柔軟に対応できるように、利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組が必要」

· 社会全体による支援の視点「様々な担い手の協働の下に対策を進めていくことが必要」

· すべての子どもと家庭への支援の視点「子育てと仕事の両立支援のみならず、子育ての孤立化等の問題を踏まえ、広くすべての子どもと家庭への支援という観点から推進することが必要」

· 地域における社会資源の効果的な活用の視点「様々な地域の社会資源を十分かつ効果的に活用することが必要」

· サービスの質の視点「サービスの質を評価し、向上させていくといった視点から、人材の資質の向上を図るとともに、情報公開やサービス評価等の取組を進めることが必要」

· 地域特性の視点「各地方公共団体が各々の特性を踏まえて主体的な取組を進めていくことが必要」

· 行動計画の策定に当たって必要とされる手続

· 現状の分析「次世代育成支援対策に関連する各種の資料を収集・分析し、その結果を計画の策定に活かしていくことが望ましい」

· ニーズ調査の実施「サービス対象者に対するニーズ調査を行うことが望ましい」
· 住民参加と情報公開「計画の策定段階において、サービス利用者等としての地域住民の意見を反映させるため、公聴会、懇談会又は説明会の開催等を通じて計画策定に係る情報を提供するとともに、住民の意見を幅広く聴取し、反映させることが必要」
· 行動計画の実施状況の点検及び推進体制

· 毎年少なくとも１回、市町村行動計画等に基づく措置の実施の状況を公表

· 住民に分かりやすく周知を図るとともに、住民の意見等を聴取しつつ、その後の対策の実施や計画の見直し等に反映させることが必要
· 行動計画の内容に関する事項

1 地域における子育ての支援

2 母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進
3 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
4 子育てを支援する生活環境の整備
5 職業生活と家庭生活との両立の推進
6 子ども等の安全の確保
7 要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進
　上記の事項のうち、幼稚園に関連して挙げられた施策は以下の通り。

〈地域における子育ての支援〉

· 放課後児童健全育成事業（放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、教育委員会等と連携し、小学校や幼稚園を始めとする地域の社会資源の積極的な活用を検討しつつ、対策が必要な児童のすべてを受け入れる体制の整備を目標とした計画的な整備が必要）

· 幼稚園に就園している幼児につき、当該幼稚園において、教育課程に係る教育時間の終了後に教育活動を行う事業

· 幼稚園において、幼児教育に関する各般の問題につき、保護者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、その他必要な援助を行う事業

· 幼稚園の園庭・園舎を開放し、子育て相談や未就園児の親子登園等を推進すること

〈子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備〉

· 中・高校生等が、子どもを生み育てることの意義を理解し、子どもや家庭の大切さを理解できるようにするため、保育所、幼稚園、児童館及び乳幼児健診の場等を活用し、乳幼児とふれあう機会を広げるための取組を推進することが必要
· 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備（豊かな心の育成や健やかな体の育成、信頼される学校づくりなど）

· 幼児教育の充実

　なお、幼児教育の充実については、「各地域の実情を考慮した、幼稚園の教育活動及び教育環境の充実、幼稚園における子育て支援の充実、幼稚園や保育所と小学校との連携の推進など幼児教育の振興に関する政策プログラムを策定することも必要である」として、市町村における幼児教育振興プログラムの策定を求めている。また、「幼稚園における教育から小学校における教育へ円滑に移行できるよう、幼稚園と小学校との連携を図る体制を構築することが必要である」、「幼児教育の充実のため、幼児教育についての情報提供を進め、幼児期の成長の様子や大人の関わり方について保護者や地域住民等の理解を深めることが必要である」といったことも述べている。

〔地域行動計画策定に当たっての留意事項〕

· ニーズ調査の実施等に関して、「基本的にはアンケート方式により行うことが適当と考えているが、人口規模等の地域の事情に応じて、ヒアリングや懇談会等の方法をとる等、適宜、適切な方法により実施することが望ましい」との指摘もある

· 「次世代育成支援対策を推進するに当たっての基本理念を定め、その下に具体的な施策のあり方を検討することが必要である」ほか、基本理念については「当該地域の実情に応じた対策全般の共通理念として設定するものとする」とされている


